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令和７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 9 府 省 庁 名    経済産業省      

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
生産性向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に関する固定資産税の特例措置の拡充及び延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

先端設備等導入計画の認定を受けた中小企業について、 

・計画中に賃上げ表明※1に関する記載なし：3年間、課税標準を１／２に軽減 

・計画中に賃上げ表明※1に関する記載あり：以下の期間、課税標準を１／３に軽減 

①令和 6年 3月末までに設備取得：5年間 

②令和 7年 3月末までに設備取得：4年間 

※1雇用者全体の給与が 1.5％以上増加することを従業員に表明するもの。 

 

・特例措置の内容 

拡充（※2）及び適用期限の 2年間延長を行う。 

※2計画中に賃上げ表明※1に関する記載ありの場合、令和９年３月末までに設備取得で５年間課税標準を１

／３に軽減する。 

 

 

 

 

関係条文 

 

地方税法附則第 15条第 44項、地方税法施行令附則第 11条第 47項、第 48項、第 49項、地方税法施行規則

附則第 6条第 92項 

 

減収 

見込額 

［初年度］▲１０，６１７（▲１０，６１７）［平年度］▲１０，６１７（▲１０，６１７） 

［改正増減収額］―                               （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

中小企業は地域の経済や雇用を支え、我が国経済全体を発展させる重要な役割を担っている。赤字企業を

含めた中小企業の前向きな投資を後押しすることで、生産性向上や賃上げを促進し、我が国経済全体の発展

を図る。 

 

（２）施策の必要性 

 中小企業を取り巻く経営環境はコロナ禍からの回復期にあり、一部好転の兆しもあるが、人手不足や物価

高による原材料費の高騰に加え、その価格転嫁の難しさが重荷となっている。こうした引き続き厳しい状況

にあっても経済の好循環を実現するためには、中小企業全体における生産性向上や賃上げが最重要課題であ

り、金利のある経済やポストコロナ金融支援への対応の観点からも、生産性や経営力の向上の必要性がより

一層重要となっている。 

加えて、持続的な賃上げを実現するための原資の確保に向けては、中小企業の生産性向上・成長を後押し

するための政策支援が今まで以上に重要性が高まっている。 

 

【経済財政運営と改革の基本方針 2024～賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現～】抜粋 

第1章 成長型の新たな経済ステージへの移行 

１． デフレ完全脱却の実現に向けて 

岸田内閣は、これまで、「新しい資本主義」を掲げ、「成長と分配の好循環」及び「賃金と物価の好

循環」の実現に向け、日本銀行と連携し、適切なマクロ経済運営を行うとともに、官民連携による賃

上げや社会課題の解決を成長につなげる投資の促進に向けた取組などを進めてきた。こうした「新し
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い資本主義」の考え方は、新たな経済ステージへの移行に当たっての基盤となるものである。これら

により、30年間上がらなかった賃金や物価が動き出し、企業の成長期待や投資の見通しも高まってい

る。今は、日本経済への「期待」を現実のものとしていくときである。 

現状、為替が円安基調で推移しており、また、物価上昇が賃金上昇を上回る中で、消費は力強さを

欠いている。海外経済の下振れによるリスク等も残っているが、今後は、景気の緩やかな回復が続く

中で、賃金上昇が物価上昇を上回っていくことが期待される。 

新たなステージへの移行のカギとなるのは、賃上げを起点とした所得と生産性の向上である。まず

は、春季労使交渉における力強い賃上げの流れを中小企業・地方経済等春季労使交渉以外の分野でも

実現し、物価上昇を上回る賃金上昇を達成し、定着させる。安定的な物価上昇の下で、賃上げに支え

られた消費の増加及び投資の拡大が、企業収益を押し上げ、その成果が家計に還元され、次の消費の

増加につながる。企業はその収益を原資として成長分野に更に投資を行うことによって、企業の生産

性と稼ぐ力が強化される。成長分野への円滑な労働移動も可能となり、新たな成長を生み出す好循環

が実現する。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

７．中小企業の発展 

政策の 

達成目標 

今後、就業者の減少が見込まれる日本にとって、国際競争力の維持等の観点から、中

小企業の生産性向上は喫緊の課題であり、中小企業者等の生産性を高める設備投資の活

発化・加速化を支援することにより、中小企業の経済活動の活性化を図る。 

具体的には、近年の中小企業における設備投資動向を踏まえ、労働生産性を 2020年度比

で 5％向上を目標とする。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

令和 7年 4月 1日～令和 9年 3月 31日まで（2年間延長） 

同上の期間中

の達成目標 

労働生産性を 2020年度比で 5％向上 

政策目標の 

達成状況 

令和 5年度における中小企業者等の労働生産性は 2020年度比で 4.4％向上となってい

る。 

中小企業者等の設備投資状況等は、コロナ禍の影響からの回復期であり、一部好転の

兆しもあるが、人手不足や物価高による原材料費の高騰に加え、その価格転嫁の難しさ

が重荷となっており、未だコロナ禍前の水準まで持ち直した状況とは言えない。また、

金利のある経済やポストコロナ金融支援への対応の観点からも、生産性や経営力の向上

の必要性がより一層高まっている。このため、中小企業者等の積極的な設備投資・事業

展開等を引き続き促していくための支援が必要な状況。 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

【適用件数】 

令和 7年度：11,120件 

令和 8年度：11,120件 

※令和 5年度先端設備等導入計画の認定件数と同数と仮定する。 

 

【減収額】 

令和 7年度：106億円 

令和 8年度：134億円 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 本特例措置では、中小企業等経営強化法の認定を受けた中小事業者等の質の高い投資

を幅広く支援するため、生産性の高い設備等（機械装置、測定工具・検査工具、器具備

品、建物附属設備）を取得する場合に適用を可能とする一方、取得価額要件（一定金額

以上の設備投資を対象）を設定することなどにより、生産性の向上に効果のある設備投

資に限定して支援を行うべく、制度設計がなされている。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

中小企業経営強化税制 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

― 
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上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置では、中小企業等経営強化法の認定を受けた中小事業者等の質の高い投資を

幅広く支援するため、生産性の高い設備等（機械装置、測定工具・検査工具、器具備品、

建物附属設備）を取得する場合に適用を可能とする一方、取得価額要件（一定金額以上の

設備投資を対象）を設定することなどにより、生産性の向上に効果のある設備投資に限定

して支援を行うべく、制度設計がなされているため、妥当性が認められる。 
  

こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

【適用件数】 

令和 5年度：11,120件 

※令和 5年度先端設備等導入計画の認定件数と同数と仮定する。 

令和 6年度：11,120件 

※令和 5年度先端設備等導入計画の認定件数と同数と仮定する。 

 

【減収額】 

令和 5年度：0円 

※初年度のため減収額はなし 

令和 6年度：50億円 

※令和 5年度先端設備等導入計画の認定実績より推計 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

本特例措置では、中小企業等経営強化法の認定を受けた中小事業者等の質の高い投資を

幅広く支援するため、生産性の高い設備等（機械装置、測定工具・検査工具、器具備品、

建物附属設備）を取得する場合に適用を可能とする一方、取得価額要件（一定金額以上の

設備投資を対象）を設定することなどにより、生産性の向上に効果のある設備投資に限定

して支援を行うべく、制度設計がなされている。 

本特例措置により、事業者は税負担の軽減といったメリットを享受できるため、より積

極的な事業展開を行うための設備投資へのインセンティブとなる。 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

 

 

 

これまでの要望経緯 

令和 5年度 創設 


